
 

今後の公害財特法の在り方について 

（意見具申） 

令和２年 12月 

中央環境審議会 





目 次 

 

Ⅰ 今後の公害財特法の在り方について（意見具申） 

 １．公害防止計画制度及び公害財特法の意義について････････････････････････････････････････１ 

 ２．平成 22 年度の意見具申において指摘された課題･････････････････････････････････････････１ 

 (1) 制度全体の課題 

 (2) 公害財特法の期限の到来 

 ３．事実関係の整理について･･････････････････････････････････････････････････････････････２ 

 (1) 事業の進捗状況 

 (2) 自治体のアンケート結果 

 (3) 公害防止対策事業実施地域内外での環境の状況 

４．今後の取り扱いについて･･････････････････････････････････････････････････････････････４ 

(1) 公害財特法の今後の取扱いについて 

 (2) 公害防止計画制度の今後の取扱いについて 

５．おわりに････････････････････････････････････････････････････････････････････････････５ 

 

 

Ⅱ 別紙 

 １．中央環境審議会総合政策部会公害財特法の在り方検討小委員会委員名簿 

 ２．公害防止対策事業実施地域の環境に関する状況について 

 ３．水環境の現状について 

出典：環境省「中央環境審議会水環境部会総量削減専門委員会（９次）（第 1 回）」配付資料（令和２年６月 26 日） 

一部抜粋 

 ４．汚濁負荷量の状況 

出典：環境省「中央環境審議会水環境部会総量削減専門委員会（９次）（第 1 回）」配布資料（令和２年６月 26 日） 

一部抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 

 

１．公害防止計画制度及び公害財特法の意義について 

公害防止計画制度は、都道府県知事が「現に公害が著しく、又は公害が著しくなるおそれがあり、公

害の防止に関する施策を総合的に講じなければ公害の防止を図ることが著しく困難である」と判断す

る地域について、公害の防止に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための制度的枠組みである。

本制度は、制度創設当時にみられた激甚な公害等への対処を念頭においたものであり、昭和 45 年の運

用開始以来、国、地方公共団体、事業者等が連携を図りながら公害防止施策を総合的かつ計画的に講じ

るにあたって中心的な役割を果たしてきた。また、平成 23 年に第二次地方分権一括法の一部施行に伴

い、策定主体たる地方自治体の裁量拡大の観点から環境大臣による策定指示の廃止、公害防止計画のう

ち公害防止対策事業計画以外の部分に係る環境大臣同意を廃止するなど、適時見直しを行ってきた。公

害防止計画はこれまで 52 地域で策定されるとともに、現在は全国 21 地域（18 都府県、140 市区町）

で策定・運用されている。 

公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭和 46 年法律第 70 号。以下

「公害財特法」という。）による財政上の特別措置は、この公害防止計画に基づいて地方自治体が行う

公害防止対策事業等について国庫補助金の嵩上げ措置や地方債に係る特例措置を講ずることにより、

財政面から公害防止計画の推進を担ってきた制度である。公害防止計画と同様に、立法当時、人口や産

業が急速に集積した地域において発生していた激甚な公害等への対処として、国として財政援助を行

う必要性が極めて高かったことを踏まえ、期間を限って立法されたものである。 

公害財特法の適用に際しては、公害防止計画を踏まえて公害防止対策事業計画を策定した上で環境

大臣の同意を受けて事業を行うものと、総務大臣の個別の指定により行われるものがある。公害財特法

の適用事例数は、ピーク時の昭和 51 年における 48 地域（33 都府県、469 市区町）から、現在は 21 地

域（18 都府県 116 市区町）まで減少している。 

 

２．平成 22 年度の意見具申において指摘された課題 

(1) 制度全体の課題 

先述のとおり、公害財特法は立法当時、産業等が集積した地域において発生していた激甚な公害等へ

の対処として、国として財政援助を行う必要性が極めて高かったことを踏まえ、国の財政上の特別措置

を期間を限って実施するために導入されたものである。この「必要性」には当時の激甚な公害から人の

健康の保護を図る上でナショナルミニマムの確保という観点から自治体に対する国からの策定指示及

び当該指示等に基づき必要とされた公害防止対策事業に対する財政的な支援措置が必要とされた等の

理由によるものである。こうした経緯などを鑑みれば、当時の激甚な公害といった状況が解消されつつ

ある現在、同法をいつまで存続させ、国の通常の財政支援措置や個別制度による対応に移行するかにつ

いては、事業の進捗状況や環境基準の達成状況等を踏まえつつ、総合的に判断する必要がある旨、平成

22 年度の中央環境審議会意見具申においても指摘されているところである。 

 

 (2) 公害財特法の期限の到来 

現在の公害財特法は、同法附則第１条第２項において、「平成三十三年三月三十一日限り、その効

力を失う」とされている。平成 22 年 12 月 17 日付中央環境審議会意見具申においては、公害財特法

の 10 年延長が必要と指摘するとともに、公害財特法の今後について、 
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・  閉鎖性水域における COD や全窒素・全燐等に係る水質汚濁対策、ダイオキシン類による土

壌汚染や大規模な底質汚染、カドミウム等による農用地の土壌汚染については、今後とも、環

境基準の達成に向け、下水道整備、しゅんせつ、土地改良事業等の公害の防止に関する事業を

実施することが必要な状況にある。 

・  こうした公害の防止に関する事業の実施・促進に、公害財特法は大きな役割を果たしており、

現段階でこれを廃止すれば、公害の防止に関する事業の実施に大きな支障が生じかねない。し

たがって、公害財特法については、これを 10 年延長することが適当である。 

・  延長後の公害財特法に基づく財政上の特別措置が適切に実施されることにより、現在予定さ

れている公害の防止に関する事業の相当程度が終了するとともに、環境基準の達成率も向上す

ることとなれば、その後については再延長しなくとも、国の通常の財政支援措置等による対応

により、地方公共団体の実施する公害の防止に関する事業を円滑に推進できるような状況とな

ることが期待されるところであり、そのために国と地方公共団体が一体となった精力的な取組

を行う必要がある。」 

と指摘した上で、さらに以下３点について指摘を行っている。 

①  公害財特法は、立法当時、産業等が集積した地域において発生していた激甚な公害等への対処

として、国として財政援助を行う必要性が極めて高かったため、国の財政上の特別措置を期間

を限って実施するために導入されたものであること。一方、現在の公害財特法による財政上の

特別措置は、環境基準の達成に向けた公害の防止に関する事業の促進のための支援という性格

を強く持つようになってきていること。 

②  環境基準の達成・維持のため、国と地方公共団体が協働しつつ取り組んでいくべきことは論を

待たない一方、公害の防止に関する事業全般について一律に国の財政資源を優先して投入すべ

きこととする公害財特法をいつまで存続させ、国の通常の財政支援措置や個別制度による対応

にいつ移行することが適当かについては、公害防止計画制度のあり方と併せ、事業の進捗状況

や環境基準の達成率等を踏まえつつ、国家財政全体の見地からの判断も必要となること。 

③ 公害の防止に関する事業の円滑な推進や、事業を実施する地方公共団体の財政に、予測できな

いような支障を生じさせることのないようにする必要があること。 

 

３．事実関係の整理について 

(1) 事業の進捗状況 

平成 22 年度末の公害財特法の延長改正以降、同法の適用を受けて実施されてきた公害の防止に関す

る事業については、同法期限である令和 2 年度末時点で、平成 23 年時点において計画されていた事業

費の約 90％を執行し終える見込みである。 

 

(2) 自治体のアンケート結果 

 公害財特法を活用し、公害防止対策事業を実施している 29 地域（環境大臣同意事業実施地域 21 地

域に加え、総務大臣指定事業実施地域８地域を含む）に対し、令和元年９月に公害財特法の今後等につ

いてアンケートを実施したところ、回答自治体からは「制度の延長を希望」（７地域）、「延長又は同等

の財政措置を要望」（21 地域）、「それ以外」（1 地域）という結果であった。財政上の特別措置に係る
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関心が高いことが伺われる。主な意見としては、 

・ 公害財特法の失効は財政に多大な影響を及ぼすため、下水道事業の規模や内容を見直さざるをえ

ず、環境基準の達成状況が悪化するおそれがある 

・ 環境基準はおおむね改善しているものの、基準未達成の地点も残っており、引き続き対策を講じて

いく必要がある。 

など、引き続き実施する必要がある個別事業に対する財政措置を求める意見が多い。 

 

(3) 公害防止対策事業実施地域内外での環境の状況 

平成 22 年中央環境審議会意見具申において、公害財特法の 10 年延長に際しさらなる対策が必要と

指摘を受けた主として閉鎖性海域を対象とした水域における CODや全窒素・全燐に係る水質汚濁、ダ

イオキシン類による汚染、カドミウム等による農用地の土壌汚染に係る環境の状況については以下の

とおり。 

 

・閉鎖性水域における COD、全窒素・全燐に係る水質汚濁状況 

公害防止対策事業が行われている地域に関わる海域は一部の地域を除いて全て閉鎖性海域である。 

全国のすべての閉鎖性海域と公害防止対策事業実施地域（公害財特法第 2 条の 2 の公害防止対策事

業計画に係る地域及び第 3 条第 4 項に基づき総務大臣が指定した公害防止対策事業実施地域をいう。

以下同じ。）に関わる海域における COD の環境基準の達成率や濃度水準を比較すると、公害防止対策

事業実施地域の方が濃度水準の高い地点数の割合は大きいが、全体を通した平均で見る限り公害防止

対策事業実施地域内外の環境基準達成率や濃度水準は接近しており、その状態は長期間にわたって継

続してきている、と評価することが可能である。 

閉鎖性海域の富栄養化の指標となる全窒素・全燐については、COD 以上に環境基準達成率や濃度水

準の改善効果が見られている。全国の全ての閉鎖性海域と公害防止対策事業実施地域に関わる閉鎖性

海域における全窒素・全燐の環境基準の達成率や濃度水準を比較すると、一部の濃度水準の高い東京

湾、大阪湾、伊勢湾の湾奥部を対象に公害防止対策事業実施地域の方が濃度水準の高い地点数の割合は

大きいが、全体の平均で見る限り公害防止対策事業実施地域内外の環境基準達成状況や濃度水準は接

近しており、この状態は長期間にわたって概ね継続してきている、と評価することが可能である。 

公害防止対策事業実施地域に係る海域の中でも、広域的な東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海の沿岸にある

対象地域に関して、都市地域を中心として公害防止対策事業計画を策定する地域が集中している。東京

湾、伊勢湾及び瀬戸内海については、現時点でも COD、全窒素・全燐の環境基準が未達成な地域は存

在するものの、濃度水準は COD の水質総量削減制度が導入された昭和 54 年当時と現在を比べると改

善してきている。これは、水質総量削減制度をはじめとした水質汚濁防止法に基づく規制制度等の様々

な取組が行われてきたことで、海域に流れ込む COD、全窒素及び全燐の汚濁負荷量が相当程度削減さ

れてきたことが大きい。 

公害財特法の適用を受けて行われた公害防止対策事業と水質総量削減制度をはじめとした水質汚濁

防止法に基づく規制制度等の貢献を厳密に切り分けて評価することは困難であるが、公害財特法によ

る下水道の新設等に係る財政支援により、沿岸地域における下水道整備や高度処理の導入が進展し、結

果として家庭からの雑排水の放流分による汚濁負荷の大幅な削減が長期間にわたって行われたものと
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評価できる。一方で、汚水処理施設の普及という観点では、令和元年度末における公害防止対策事業実

施地域に該当する市区町村の汚水処理人口普及率は 97.1%となっており、下水道整備区域の拡張によ

り汚濁負荷を削減できる余地は従前よりも少なくなってきているものと考えられる。 

 

・ダイオキシン類による汚染状況 

ダイオキシン類（公共用水域の水質）に係る環境基準の達成状況については、1,431 地点で調査が行

われ、これらの地点のダイオキシン類濃度の平均値は 0.18pg-TEQ/L であり、17 地点で水質環境基準

を超過していた。このうち、湖沼である 2 箇所において公害防止対策事業が実施されている。その中

でも継続調査地点における公共用水域の水質に係るダイオキシン類の全国平均値は平成 30 年度では

616 地点で 0.20pg-TEQ/L であり、平成 12 年度の 0.39pg-TEQ/L の半分程度に低い数値となってい

る。 

ダイオキシン類（公共用水域の底質）については、1,187 地点で調査が行われ、これらの地点のダイ

オキシン類濃度の平均値は 5.9pg-TEQ/g であり、3 地点で環境基準を超過していた。その全てで公害

防止対策事業が実施されており、そのうちの一部はダイオキシン底質に係る環境基準（150pg-TEQ/g）

を大きく上回る数値（平均 430pg-TEQ/g）が検出されているものもある。その中でも継続調査地点に

おける底質に係るダイオキシン類の全国平均値は平成 30 年度では 393 地点で 8.9pg-TEQ/g であり、

水質同様平成 12 年度の 19pg-TEQ/g の半分程度に低い数値となっている。なお、その他（大気、地下

水質、土壌）に関して基準超過は見られない。 

 

・農用地土壌汚染状況 

「平成 30 年度農用地土壌汚染防止法の施行状況」によれば、カドミウム、銅、砒素による土壌汚染

事案は減少傾向であり、それらの物質が基準値を超えて検出された又はその恐れが著しい地域である

累計面積 7592ha のうち、93.7%に当たる 7111ha で既に対策事業が完了しているが、一部の地域では

対策事業を引き続き行っており、公害防止対策事業実施地域内でも２事業が現時点でも実施されてい

るところ。 

 

以上のとおり、閉鎖性海域の COD、窒素及び燐に関しては、濃度水準が高い地点が一部存在し、事

業の進捗から見て個別に引き続き対応が必要な事案は存在すると考えられるが、全体的な傾向として

は、公害防止対策事業実施地域内とそれ以外の地域の差は環境基準の達成状況だけでなく濃度水準も

接近しており、公害防止対策事業の取組が順調に進捗してきたことによるものと考えられる。 

ダイオキシンによる汚染及びカドミウム等による農用地汚染についても一部の地域で引き続き対応

が必要な事案は存在するものの、ダイオキシン類濃度は低下傾向であり、この 10 年間において新たな

大規模汚染事案なども確認されていないことから、公害防止対策事業の取組が順調に進捗してきたこ

とによるものと考えられる。 

 

４．今後の取扱いについて 

(1) 公害財特法の今後の取扱いについて 

平成 22 年の意見具申を踏まえれば、令和 2 年度末に期限を迎える公害財特法の扱いについては、そ
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の立法趣旨・背景に加えて、現在の公害防止対策事業計画の計画期間内の事業の進捗状況、公害防止対

策事業実施地域の環境の状況及び事業実施地域外との差異の状況について自治体への影響等も考慮し

て検討する必要がある。 

「３．事実関係の整理」で示したように、現在の公害防止事業計画において予定されていた事業につ

いては概ね順調に執行されている状況にある。加えて、公害防止対策事業実施地域内に係る閉鎖性海域

において一部の濃度水準の高い箇所は存在するものの、公害防止対策事業実施地域内外の COD、全窒

素・全燐の環境基準の達成状況や濃度水準については大きな差異はないと評価することができる。ダイ

オキシン類や農用地土壌汚染の問題についても一部の地域を除いて基準を超過する事案は順調に減少

してきている。 

このようなことから、立法目的にあった「産業等の集積に伴う激甚な公害への対処」という立法目的

は概ね果たされつつあると考えられる。 

現時点で公害防止対策事業実施地域内外において環境基準の達成状況等に大きな差がないことや、

財政上の特別措置を受けていない地域外の自治体とのバランスについても考慮した場合、今年度末の

期限をもって公害財特法は失効させ、今後は国の通常の財政支援措置や個別制度による対応に移行す

る時期に来ていると考えられる。 

一方で、環境基準の達成状況や濃度水準の観点からみて、事業の必要性がある地域も一部見られるこ

とから、公害財特法の期限が到来する令和 2 年度末をもって特別の財政措置を終了することを基本と

しつつも、法の失効後一定期間、制度の終了に伴う影響等に対する適切な配慮が必要であると考えられ

る。 

 

(2) 公害防止計画制度の今後の取扱いについて 

公害防止計画は、平成 23 年の第二次地方分権一括法に伴う制度改正の議論において、公害防止計画

制度と公害財特法に基づく財政措置は裏表の関係にあるとの指摘がなされる一方、公害防止計画の策

定プロセスにおいて関係機関との調整が図られることや、土地利用計画や都市計画等の土地利用に関

係する他の計画との適合が法令上規定されている。 

現時点において、公害財特法の適用を受けないものの、公害防止計画を策定・運用している地域は 24

市区町存在しており、このような運用は制度の趣旨に照らしても適切なものと考えられる。このことか

ら、今回、公害財特法と同時に公害防止計画制度を終了することとはせず、引き続き自治体の裁量にお

いて取り組むべき公害対策の推進に活用するべきである。 

 

５．おわりに 

戦後の高度経済成長期に発生した激甚公害への対策に端を発する公害財特法を含めた環境政策の確

立は、我が国の環境改善に一定の成果をもたらし、現在の生活環境は劇的と言っていいほど改善され

た。 

大気、公共用水域、地下水、土壌等の汚染・汚濁を防止し、また、有害化学物質による環境の汚染を

防止することにより国民の健康と生活環境を守るための施策は、環境行政の出発点でもあり、公害財特

法の失効にかかわらず今後も揺るぎなく着実に推進していくべきである。 
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別紙１ 

参考情報 

○公害財特法の在り方検討小委員会のこれまでの開催実績 

 

 ・第１回 令和２年 10 月 12 日（月）14:00～16:00 

      議題：公害財特法について 

 ・第２回 令和２年 11 月９日（月）14:00～16:00 

      議題：公害財特法の在り方について 

 ・第３回 令和２年 11 月 27 日（金）10:00～12:00 

      議題：今後の公害財特法の在り方について 

 



公害防止対策事業実施地域の
環境に関する状況について

別紙２



閉鎖性海域における環境基準の達成状況（COD）
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公防地域内（閉鎖性海域）全体

(n=834)

(n=580)

○ 公害防止対策事業実施地域に係る海域おけるCODの環境基準達成率は約60%～80%の間を推移して
おり、全ての閉鎖性海域における環境基準達成率との差は僅かにとどまる

※グラフ内n値は平成30年度のもの
※「公防地域内（閉鎖性海域）全体」には公害防止対策事業実施地域における閉鎖性海域を含む
※『水環境総合情報サイト』参照

環境基準

A類型 ２mg/L以下

B類型 ３mg/L以下

C類型 ８mg/L以下

1



閉鎖性海域における水質濃度の状況（COD）
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(n=834)
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○ 公害防止対策事業実施地域に係る海域におけるCOD濃度は1.9mg/L～2.2mg/Lを推移しており、全
ての閉鎖性海域におけるCOD濃度との差は僅かにとどまる

※グラフ内n値は平成30年度のもの
※「公防地域内（閉鎖性海域）全体」には公害防止対策事業実施地域における閉鎖性海域を含む
※『水環境総合情報サイト』参照

環境基準

A類型 ２mg/L以下

B類型 ３mg/L以下

C類型 ８mg/L以下
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公防地域内と全ての閉鎖性海域における濃度の分布の比較（COD）

※１ グラフ内データ及びn値は平成30年度のもの
※２ 「公防地域内（閉鎖性海域）全体」の平均濃度は2.2mg/Lであり、 「全ての閉鎖性海域」の平均濃度は2.1mg/L
※３ 濃度は小さい方の数値を超過し大きい方の数値を下回る幅のものを含む（「0.5-1.0」の場合、0.5を超え1.0以下の幅を含む） 3
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公防地域内外の閉鎖性海域における濃度の分布の比較（COD）

※１ グラフ内データ及びn値は平成30年度のもの
※２ 「公防地域内（閉鎖性海域）全体」の平均濃度は2.2mg/Lであり、 「公防地域外（閉鎖性海域）全体」の平均濃度は1.8mg/L
※３ 濃度は小さい方の数値を超過し大きい方の数値を下回る幅のものを含む（「0.5-1.0」の場合、0.5を超え1.0以下の幅を含む） 4

(n=580) (n=254)
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閉鎖性海域における環境基準の達成状況（全窒素）
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○ 公害防止対策事業実施地域に係る海域における全窒素の環境基準達成率は、19%（平成7年）か
ら87%（平成30年）まで改善しており、全ての閉鎖性海域における全窒素の環境基準達成率との差
は僅かにとどまる

※グラフ内n値は平成30年度のもの
※「公防地域内（閉鎖性海域）全体」には公害防止対策事業実施地域における閉鎖性海域を含む
※『水環境総合情報サイト』参照

環境基準

I類型 0.2mg/L以下

II類型 0.3mg/L以下

III類型 0.6mg/L以下

IV類型 1mg/L以下
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※グラフ内n値は平成30年度のもの
※「公防地域内（閉鎖性海域）全体」には公害防止対策事業実施地域における閉鎖性海域を含む
※『水環境総合情報サイト』参照

環境基準

I類型 0.2mg/L以下

II類型 0.3mg/L以下

III類型 0.6mg/L以下

IV類型 1mg/L以下

閉鎖性海域における水質濃度の状況（全窒素）

○ 公害防止対策事業実施地域に係る海域における全窒素濃度は、0.85mg/L（平成７年）から
0.32mg/L（平成30年）まで改善しており、全ての閉鎖性海域における全窒素濃度との差は僅かにと
どまる

6



公防地域内と全ての閉鎖性海域における濃度の分布の比較（全窒素）

7

※１ グラフ内データ及びn値は平成30年度のもの
※２ 「公防地域内（閉鎖性海域）全体」の平均濃度は0.32mg/Lであり、「全ての閉鎖性海域」の平均濃度は0.29mg/L
※３ 濃度は小さい方の数値を超過し大きい方の数値を下回る幅のものを含む（「0.1-0.2」の場合、0.1を超え0.2以下の幅を含む）
※４ 濃度が1mg/Lを超える地点に関しては省略している（次ページ参照）
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公防地域内外の閉鎖性海域における濃度の分布の比較（全窒素）

8

※１ グラフ内データ及びn値は平成30年度のもの
※２ 「公防地域内（閉鎖性海域）全体」の平均濃度は0.32mg/Lであり、「公防地域外（閉鎖性海域）全体」の平均濃度は0.22mg/L
※３ 濃度は小さい方の数値を超過し大きい方の数値を下回る幅のものを含む（「0.1-0.2」の場合、0.1を超え0.2以下の幅を含む）
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閉鎖性海域における環境基準の達成状況（全燐）
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※グラフ内n値は平成30年度のもの
※「公防地域内（閉鎖性海域）全体」には公害防止対策事業実施地域における閉鎖性海域を含む
※『水環境総合情報サイト』参照

○ 公害防止対策事業実施地域に係る海域における全燐の環境基準達成率は、41%（平成7年）から
83%（平成30年）まで改善しており、全ての閉鎖性海域における全燐の環境基準達成率との差は僅
かにとどまる

環境基準

I類型 0.02mg/L以下

II類型 0.03mg/L以下

III類型 0.05mg/L以下

IV類型 0.09mg/L以下
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閉鎖性海域における水質濃度の状況（全燐）
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○ 公害防止対策事業実施地域に係る海域における全燐濃度は、0.064mg/L（平成７年）から
0.033mg/L（平成30年）まで改善しており、全ての閉鎖性海域における全燐濃度との差は僅かにと
どまる

※グラフ内n値は平成30年度のもの
※「公防地域内（閉鎖性海域）全体」には公害防止対策事業実施地域における閉鎖性海域を含む
※『水環境総合情報サイト』参照

環境基準

I類型 0.02mg/L以下

II類型 0.03mg/L以下

III類型 0.05mg/L以下

IV類型 0.09mg/L以下
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公防地域内と全ての閉鎖性海域における濃度の分布の比較（全燐）

11

※１ グラフ内データ及びn値は平成30年度のもの
※２ 「公防地域内（閉鎖性海域）全体」の平均濃度は0.034mg/Lであり、 「全ての閉鎖性海域」の平均濃度は0.03mg/L
※３ 濃度は小さい方の数値を超過し大きい方の数値を下回る幅のものを含む（「0.01-0.02」の場合、0.01を超え0.02以下の幅を含む）
※４ 濃度が0.1mg/Lを超える地点に関しては省略している（次ページ参照）
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公防地域内外の閉鎖性海域における濃度の分布の比較（全燐）

12

※１ グラフ内データ及びn値は平成30年度のもの
※２ 「公防地域内（閉鎖性海域）全体」の平均濃度は0.034mg/Lであり、 「公防地域外（閉鎖性海域）全体」の平均濃度は0.021mg/L
※３ 濃度は小さい方の数値を超過し大きい方の数値を下回る幅のものを含む（「0.01-0.02」の場合、0.01を超え0.02以下の幅を含む）
※４ 濃度が0.1mg/Lを超える地点に関しては省略している（次ページ参照）
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○ ダイオキシン類の環境基準超過がみられるのは、公共用水域における水質（17地点超過/全体
1431地点）と底質（3地点超過/全体1187地点）のみ

○ その他（大気、地下水質、土壌）に関しては環境基準の超過はない

ダイオキシン類に係る環境基準の達成状況

※グラフ内n値は平成30年度のもの
※『平成30年度ダイオキシン類に係る環境調査結果』参照
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○ 水質ダイオキシンの平均値が環境基準値を超過しているのは全体1431地点中以下の17地点であ
り、そのうち公害防止対策事業が行われているのは手賀沼と油ヶ淵の２カ所である

都道府県 水域分類 超過地点名 公防地域
平均値

（水質ダイオキシン）
環境基準値

1 宮城県 河川 鶴田川 × 3.4pg-TEQ/L

1pg-TEQ/L

2 埼玉県 河川 綾瀬川 × 1.2pg-TEQ/L

3 埼玉県 河川 新片川 × 1.2pg-TEQ/L

4 埼玉県 河川 古綾瀬川 × 1.2pg-TEQ/L

5 千葉県 河川 木戸川 × 1.0pg-TEQ/L

6 千葉県 河川 清水川 × 1.0pg-TEQ/L

7 千葉県 湖沼 手賀沼 ○ 1.9pg-TEQ/L

8 新潟県 河川 関川 × 2.3pg-TEQ/L

9 新潟県 河川 保倉川 × 4.1pg-TEQ/L

10 新潟県 河川 福島潟 × 1.8pg-TEQ/L

11 新潟県 河川 新発田川 × 1.2pg-TEQ/L

12 新潟県 河川 矢代川 × 1.0pg-TEQ/L

13 新潟県 河川 新井郷川 × 2.0pg-TEQ/L

14 愛知県 河川 逢妻川 × 1.7pg-TEQ/L

15 愛知県 河川 半場川 × 1.5pg-TEQ/L

16 愛知県 河川 鹿乗川 × 1.5pg-TEQ/L

17 愛知県 湖沼 油ヶ淵 ○ 1.6pg-TEQ/L

※グラフ内データは平成30年度のもの
※『平成30年度ダイオキシン類に係る環境調査結果』参照
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ダイオキシン類（水質）に係る環境基準の超過地点



ダイオキシン類（底質）に係る環境基準の超過地点

○ 底質ダイオキシンの平均値が環境基準値を超過しているのは全体1187地点中以下の３地点であ
り、その全ての水域において公害防止対策事業が行われている

※グラフ内データは平成30年度のもの
※『平成30年度ダイオキシン類に係る環境調査結果』参照

都道府県 水域分類 超過地点名（水域名称） 公防地域
平均値

（底質ダイオキシン）
環境基準値

1 東京都 河川 横十間川 ○ 190pg-TEQ/g

2 埼玉県 河川 伝右川 ○ 190pg-TEQ/g

3 富山県 河川 富岩運河、岩瀬運河及び住友運河 ○ 430pg-TEQ/g

150pg-TEQ/g
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○ カドミウム、銅及び砒素による土壌汚染は減少傾向にあり、それらが基準値を超えて検出され
た、又はそのおそれが著しい地域（「基準値以上検出等地域」）の累計面積7592haのうち、
93.7％にあたる7111haで既に対策事業が完了している

○ 農用地土壌汚染防止法に基づいて指定された対策地域の中には、まだ一部に公害防止対策事業
を行っている地域もある（福岡県大牟田地域及び秋田県鹿角第二地区）

※『平成30年度農用地土壌汚染防止法の施行状況』参照

農用地土壌汚染の状況
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農用地土壌汚染防止法に指定された地域面積、

対策事業等が完了した面積等の推移

昭和

⑤今後対策が必要な面積

④対策事業等完了面積

③対策計画策定面積

②地域指定面積

①基準値以上検出等面積

平成
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水環境の現状について 

出典：環境省「中央環境審議会水環境部会総量削減専門委員会

（９次）（第１回）」配付資料（令和２年６月 26 日）一部抜粋 

別紙３ 

※ページ番号や図表番号は元の資料を一部抜粋しているため、そ
のままとなっている。 
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<東京湾> 

 

<伊勢湾> 

 
注）平成 28～30 年度の分布図は、昭和 57～59 年度の分布図に比べて作成に用いた測定点数が多い。また、水

質水平分布図の作成における地点間補間については、地点間の内外を問わず、拡散方程式に従った空間補

間を行った（別紙参照）。 

出典）昭和 57～59 年度は「広域総合水質調査」（環境省）、平成 28～30 年度は「広域総合水質調査」（環境省）

及び「公共用水域水質測定結果」（環境省）の基準点より作成 

 

図 2(1) 総量削減開始当時と近年におけるＣＯＤ濃度分布の比較 

昭和 57～59 年度の平均 平成 28～30 年度の平均 

昭和 57～59 年度の平均 平成 28～30 年度の平均 
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<瀬戸内海> 

 

 
注）平成 28～30 年度の分布図は、昭和 57～59 年度の分布図に比べて作成に用いた測定点数が多い。また、水

質水平分布図の作成における地点間補間については、地点間の内外を問わず、拡散方程式に従った空間補

間を行った（別紙参照）。 

出典）昭和 57～59 年度は「広域総合水質調査」（環境省）、平成 28～30 年度は「広域総合水質調査」（環境省）

及び「公共用水域水質測定結果」（環境省）の基準点より作成 

 

図 2(2) 総量削減開始当時と近年におけるＣＯＤ濃度分布の比較 

 

昭和 57～59 年度の平均 

平成 28～30 年度の平均 
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<大阪湾> 

 
注）平成 28～30 年度の分布図は、昭和 57～59 年度の分布図に比べて作成に用いた測定点数が多い。また、水

質水平分布図の作成における地点間補間については、地点間の内外を問わず、拡散方程式に従った空間補

間を行った（別紙参照）。 

出典）昭和 57～59 年度は「広域総合水質調査」（環境省）、平成 28～30 年度は「広域総合水質調査」（環境省）

及び「公共用水域水質測定結果」（環境省）の基準点より作成 

 

図 2(3) 総量削減開始当時と近年におけるＣＯＤ濃度分布の比較 

 

昭和 57～59 年度の平均 平成 28～30 年度の平均 
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<東京湾> 

 

<伊勢湾> 

 
注）平成 28～30 年度の分布図は、昭和 57～59 年度の分布図に比べて作成に用いた測定点数が多い。また、水

質水平分布図の作成における地点間補間については、地点間の内外を問わず、拡散方程式に従った空間補

間を行った（別紙参照）。 

出典）昭和 57～59 年度は「広域総合水質調査」（環境省）、平成 28～30 年度は「広域総合水質調査」（環境省）

及び「公共用水域水質測定結果」（環境省）の基準点より作成 

 

図 4(1) 昭和 58 年頃と近年における窒素濃度分布の比較 

昭和 57～59 年度の平均 平成 28～30 年度の平均 

昭和 57～59 年度の平均 平成 28～30 年度の平均 
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<瀬戸内海> 

 

 
注）平成 28～30 年度の分布図は、昭和 57～59 年度の分布図に比べて作成に用いた測定点数が多い。また、水

質水平分布図の作成における地点間補間については、地点間の内外を問わず、拡散方程式に従った空間補

間を行った（別紙参照）。 

出典）昭和 57～59 年度は「広域総合水質調査」（環境省）、平成 28～30 年度は「広域総合水質調査」（環境省）

及び「公共用水域水質測定結果」（環境省）の基準点より作成 

 

図 4(2) 昭和 58 年頃と近年における窒素濃度分布の比較 

昭和 57～59 年度の平均 

平成 28～30 年度の平均 
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<大阪湾> 

 
注）平成 28～30 年度の分布図は、昭和 57～59 年度の分布図に比べて作成に用いた測定点数が多い。また、水

質水平分布図の作成における地点間補間については、地点間の内外を問わず、拡散方程式に従った空間補

間を行った（別紙参照）。 

出典）昭和 57～59 年度は「広域総合水質調査」（環境省）、平成 28～30 年度は「広域総合水質調査」（環境省）

及び「公共用水域水質測定結果」（環境省）の基準点より作成 

 

図 4(3) 昭和 58 年頃と近年における窒素濃度分布の比較 

 

昭和 57～59 年度の平均 平成 28～30 年度の平均 
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<東京湾> 

 

<伊勢湾> 

 
注）平成 28～30 年度の分布図は、昭和 57～59 年度の分布図に比べて作成に用いた測定点数が多い。また、水

質水平分布図の作成における地点間補間については、地点間の内外を問わず、拡散方程式に従った空間補

間を行った（別紙参照）。 

出典）昭和 57～59 年度は「広域総合水質調査」（環境省）、平成 28～30 年度は「広域総合水質調査」（環境省）

及び「公共用水域水質測定結果」（環境省）の基準点より作成 

 

図 6(1) 昭和 58 年頃と近年におけるりん濃度分布の比較 

昭和 57～59 年度の平均 平成 28～30 年度の平均 

昭和 57～59 年度の平均 平成 28～30 年度の平均 
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<瀬戸内海> 

 

 
注）平成 28～30 年度の分布図は、昭和 57～59 年度の分布図に比べて作成に用いた測定点数が多い。また、水

質水平分布図の作成における地点間補間については、地点間の内外を問わず、拡散方程式に従った空間補

間を行った（別紙参照）。 

出典）昭和 57～59 年度は「広域総合水質調査」（環境省）、平成 28～30 年度は「広域総合水質調査」（環境省）

及び「公共用水域水質測定結果」（環境省）の基準点より作成 

 

図 6(2) 昭和 58 年頃と近年におけるりん濃度分布の比較 

昭和 57～59 年度の平均 

平成 28～30 年度の平均 
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<大阪湾> 

 
注）平成 28～30 年度の分布図は、昭和 57～59 年度の分布図に比べて作成に用いた測定点数が多い。また、水

質水平分布図の作成における地点間補間については、地点間の内外を問わず、拡散方程式に従った空間補

間を行った（別紙参照）。 

出典）昭和 57～59 年度は「広域総合水質調査」（環境省）、平成 28～30 年度は「広域総合水質調査」（環境省）

及び「公共用水域水質測定結果」（環境省）の基準点より作成 

 

図 6(3) 昭和 58 年頃と近年におけるりん濃度分布の比較 

 

昭和 57～59 年度の平均 平成 28～30 年度の平均 



 

 

 

 

汚濁負荷量の状況 

出典：環境省「中央環境審議会水環境部会総量削減専門委員会

（９次）（第１回）」配付資料（令和２年６月 26 日）一部抜粋 

※ページ番号や図表番号は元の資料を一部抜粋しているため、そ
のままとなっている。 

別紙４ 
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出典) 発生負荷量管理等調査(環境省)及び関係都府県による推計結果 

注 1) 点線の棒グラフは、関係都府県による推計結果 

注 2) 平成 31 年度の値は目標量 

 

図 1(1) 海域別汚濁負荷量の推移 
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注）端数処理の関係で合計値が一致しないことがある。 

出典）発生負荷量管理等調査（環境省） 

図 2 東京湾における汚濁負荷量の内訳（平成 26 年度） 

 

 

生活系

71.5%

産業系

11.4%

その他系

17.1%

下水道

（生活系）
54.8%

合併処理浄化槽

6.7%

単独処理浄化槽

6.0%

し尿処理場

0.0%

雑排水

4.2%

産業系指定

地域内事業場
2.8%

下水道

（産業系）
5.8%

小規模事業場

1.7%

未規制事業場

1.6%

畜産系

0.9% 下水道

（その他系）
11.8%

山林

0.8%

水田

0.4%

畑・果樹園

0.3%

その他の土地

2.0%

廃棄物

最終処分地
0.1% 養殖系

0.1%

T-P

(12.3t/日)

生活系

67.5%

産業系

20.9%

その他系

11.7%

下水道

（生活系）
44.2%

合併処理浄化槽

6.2%

単独処理浄化槽

2.6%

し尿処理場

0.0%

雑排水

14.7%

産業系指定地域

内事業場
6.5%

下水道

（産業系）
4.9%

小規模事業場

3.9%

未規制事業場

4.8%

畜産系

0.5%

下水道

（その他系）
7.5%

山林

0.3%

水田

0.5%

畑・果樹園

0.2%

その他の土地

2.9%

廃棄物

最終処分地
0.1%

COD

(163t/日)

生活系

65.3%

産業系

14.7%

その他系

20.0%

下水道

（生活系）
54.9%

合併処理浄化槽

4.8%

単独処理浄化槽

4.2%

し尿処理場

0.0%

雑排水

2.1%

産業系指定

地域内事業場
7.0%

下水道

（産業系）
5.4%

小規模事業場

0.6%

未規制事業場

0.5%

畜産系

0.3%
下水道

（その他系）
8.5%

山林

2.2%

水田

2.3%

畑・果樹園

1.7%

その他の土地

5.4%

廃棄物

最終処分地
0.1% 養殖系

0.0%

T-N

(170t/日)



8 

 

表 1 海域別・発生源別負荷量（ＣＯＤ・窒素・りん）の推移（東京湾） 

（ＣＯＤ） 

 
 

（窒素）         （りん） 

  
注）端数処理の関係で合計値が一致しないことがある。 

出典）発生負荷量管理等調査（環境省） 

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26

下水道（生活系） 48.2 56.3 66.1 80.0 82.5 78.0 76.7 72.6 10.1 13.7 18.6 28.0 33.4 37.0 41.9 44.2

合併処理浄化槽 11.0 12.2 10.4 8.9 9.9 10.1 11.1 10.2 2.3 3.0 2.9 3.1 4.0 4.8 6.1 6.2

単独処理浄化槽 28.2 28.0 19.9 13.9 10.4 8.1 5.3 4.3 5.9 6.8 5.6 4.9 4.2 3.8 2.9 2.6

し尿処理場 6.8 3.4 1.8 1.0 0.5 0.2 0.1 0.1 1.4 0.8 0.5 0.3 0.2 0.1 0.0 0.0

雑排水 228.6 189.7 143.8 94.1 64.3 47.1 30.9 24.1 47.9 46.0 40.5 32.9 26.0 22.3 16.9 14.7

小計 324 290 243 197 167 144 124 110 67.9 70.4 68.5 68.9 67.6 68.2 67.8 67.5

産業系指定地域内事業場 60.6 35.3 28.2 20.7 17.7 14.5 12.0 10.7 12.7 8.6 7.9 7.2 7.2 6.9 6.5 6.5

下水道（産業系） 8.2 8.0 10.5 8.2 8.7 8.5 7.6 8.0 1.7 1.9 3.0 2.9 3.5 4.0 4.1 4.9

小規模事業場 10.7 11.9 11.2 9.8 9.1 8.1 7.4 6.4 2.2 2.9 3.2 3.4 3.7 3.8 4.1 3.9

未規制事業場 36.1 28.3 26.0 20.0 16.1 11.2 9.0 7.9 7.6 6.9 7.3 7.0 6.5 5.3 4.9 4.8

小計 115 83 76 59 52 42 36 34 24.1 20.1 21.4 20.6 21.1 19.9 19.7 20.9

畜産系 12.9 10.4 7.5 6.2 5.3 3.1 1.9 0.9 2.7 2.5 2.1 2.2 2.1 1.5 1.0 0.5

 下水道（その他系） 17.5 21.8 21.2 16.6 15.4 14.5 14.4 12.3 3.7 5.3 6.0 5.8 6.2 6.9 7.9 7.5

 山林 0.6 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.5 0.5 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.3 0.3

 水田 1.4 1.3 1.2 1.1 1.1 1.1 1.1 0.9 0.3 0.3 0.3 0.4 0.4 0.5 0.6 0.5

 畑・果樹園 - - - - - 0.7 0.5 0.4 - - - - - 0.3 0.3 0.2

 その他の土地 4.5 5.0 5.1 5.3 5.4 4.8 4.6 4.8 0.9 1.2 1.4 1.9 2.2 2.3 2.5 2.9

1.5 0.3 0.3 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.3 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1

25 29 28 24 22 22 21 19 5.3 7.0 7.9 8.2 9.1 10.2 11.5 11.6

小計 38 39 36 30 28 25 23 19 8.0 9.5 10.1 10.5 11.3 11.8 12.6 11.7

合計 477 412 355 286 247 211 183 163 100 100 100 100 100 100 100 100

土
地
系

廃棄物最終処分地

小計

産
業
系

そ
の
他
系

そ
の
他
土

地
系

生
活
系

系 発生源
負荷量（t/日） 負荷比率（％）

H16 H21 H26 H16 H21 H26

下水道（生活系） 106.9 99.2 93.1 51.4 53.3 54.9

合併処理浄化槽 8.4 8.7 8.2 4.0 4.7 4.8

単独処理浄化槽 13.5 8.8 7.1 6.5 4.7 4.2

し尿処理場 0.2 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0

雑排水 7.0 4.6 3.6 3.4 2.5 2.1

小計 136 122 111 65.4 65.9 65.3

産業系指定地域内事業場 17.2 14.3 11.8 8.3 7.7 7.0

下水道（産業系） 10.4 8.9 9.2 5.0 4.8 5.4

小規模事業場 1.3 1.1 1.0 0.6 0.6 0.6

未規制事業場 1.2 0.9 0.8 0.6 0.5 0.5

小計 29 26 25 13.9 14.1 14.7

畜産系 1.8 1.1 0.5 0.9 0.6 0.3

 下水道（その他系） 17.9 17.1 14.4 8.6 9.2 8.5

 山林 2.9 3.7 3.7 1.4 2.0 2.2

 水田 4.6 4.6 3.8 2.2 2.5 2.3

 畑・果樹園 5.4 4.0 2.9 2.6 2.1 1.7

 その他の土地 9.1 8.6 9.1 4.4 4.6 5.4

0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

40 38 34 19 20 20

養殖系 0.1 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0

小計 43 37 34 20.7 20.0 20.0

合計 208 185 170 100 100 100

土
地
系

廃棄物最終処分地

小計

産
業
系

そ
の
他
系

そ
の
他
土

地
系

負荷比率（％）

生
活
系

系 発生源
負荷量（t/日）

H16 H21 H26 H16 H21 H26

下水道（生活系） 7.1 6.6 6.7 46.5 51.1 54.8

合併処理浄化槽 0.8 0.9 0.8 5.4 6.7 6.7

単独処理浄化槽 1.4 0.9 0.7 9.1 7.1 6.0

し尿処理場 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0

雑排水 1.0 0.7 0.5 6.5 5.1 4.2

小計 10.4 9.0 8.8 68.0 69.8 71.5

産業系指定地域内事業場 0.5 0.4 0.3 3.4 3.3 2.8

下水道（産業系） 0.8 0.7 0.7 5.1 5.1 5.8

小規模事業場 0.3 0.2 0.2 1.7 1.7 1.7

未規制事業場 0.3 0.2 0.2 1.7 1.4 1.6

小計 1.8 1.4 1.4 11.8 10.9 11.4

畜産系 1.1 0.4 0.1 7.1 3.0 0.9

 下水道（その他系） 1.6 1.5 1.5 10.4 12.0 11.8

 山林 0.1 0.1 0.1 0.5 0.8 0.8

 水田 0.1 0.1 0.1 0.4 0.5 0.4

 畑・果樹園 0.1 0.1 0.0 0.5 0.4 0.3

 その他の土地 0.2 0.2 0.2 1.6 1.8 2.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1

2.0 2.0 1.9 13 15 15

養殖系 0.0 0.0 0.0 0.2 0.1 0.1

小計 3.1 2.5 2.1 20.3 19.4 17.1

合計 15.3 12.9 12.3 100 100 100

そ
の
他
土

地
系

土
地
系

廃棄物最終処分地

小計

産
業
系

そ
の
他
系

系 発生源
負荷量（t/日） 負荷比率（％）

生
活
系
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注）端数処理の関係で合計値が一致しないことがある。 

出典）発生負荷量管理等調査（環境省） 

図 3 伊勢湾における汚濁負荷量の内訳（平成 26 年度） 
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表 2 海域別・発生源別負荷量（ＣＯＤ・窒素・りん）の推移（伊勢湾） 

（ＣＯＤ） 

 
 

（窒素）         （りん） 

  
注）端数処理の関係で合計値が一致しないことがある。 

出典）発生負荷量管理等調査（環境省） 

 

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26

下水道（生活系） 10.1 11.4 13.1 15.2 15.2 17.0 15.4 15.4 3.3 4.0 4.8 6.2 6.9 9.1 9.7 10.9

合併処理浄化槽 4.1 5.5 7.4 10.8 13.1 11.9 13.9 14.8 1.3 1.9 2.7 4.4 5.9 6.4 8.8 10.5

単独処理浄化槽 7.5 9.8 10.8 12.2 11.2 9.5 7.4 5.8 2.4 3.4 4.0 5.0 5.1 5.1 4.7 4.1

し尿処理場 4.4 2.8 1.7 1.3 0.7 0.2 0.2 0.1 1.4 1.0 0.6 0.5 0.3 0.1 0.1 0.1

雑排水 124.9 120.2 108.6 94.4 77.9 59.6 44.2 33.3 40.7 42.0 39.9 38.4 35.2 32.0 28.0 23.6

小計 151 150 141 134 118 99 81 69 49.2 52.4 51.8 54.5 53.4 53.2 51.3 48.9

産業系指定地域内事業場 81.9 64.5 62.1 51.7 47.7 39.6 33.5 30.7 26.7 22.6 22.8 21.0 21.6 21.3 21.2 21.7

下水道（産業系） 7.4 6.8 6.6 5.2 3.7 3.6 3.0 4.9 2.4 2.4 2.4 2.1 1.7 1.9 1.9 3.5

小規模事業場 13.5 14.4 14.3 13.9 13.7 13.5 13.4 12.5 4.4 5.0 5.3 5.7 6.2 7.3 8.5 8.8

未規制事業場 16.0 14.6 13.4 12.2 10.9 9.4 7.0 5.7 5.2 5.1 4.9 5.0 4.9 5.1 4.4 4.0

小計 119 101 97 83 76 65 57 54 38.8 35.3 35.7 33.7 34.4 34.9 36.1 38.3

畜産系 20.1 17.2 15.5 12.8 11.1 4.3 3.2 3.1 6.5 6.0 5.7 5.2 5.0 2.3 2.0 2.2

 下水道（その他系） 5.3 6.4 6.2 5.0 4.8 6.1 5.4 4.0 1.7 2.2 2.3 2.0 2.2 3.3 3.4 2.9

 山林 2.6 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 0.8 0.9 0.9 1.0 1.1 1.3 1.6 1.8

 水田 2.8 2.7 2.6 2.4 2.3 2.2 2.1 2.1 0.9 0.9 1.0 1.0 1.0 1.2 1.4 1.5

 畑・果樹園 - - - - - 0.6 0.6 0.6 - - - - - 0.3 0.4 0.4

 その他の土地 4.3 4.5 4.5 4.8 4.9 4.4 4.5 4.5 1.4 1.6 1.7 2.0 2.2 2.4 2.8 3.2

2.8 2.4 1.9 1.5 1.6 1.6 1.7 1.3 0.9 0.8 0.7 0.6 0.7 0.9 1.1 1.0

18 19 18 16 16 17 17 15 5.8 6.5 6.5 6.6 7.3 9.4 10.6 10.6

小計 37 35 34 29 27 22 20 18 12.1 12.2 12.5 11.8 12.2 11.8 12.7 12.8

合計 307 286 272 246 221 186 158 141 100 100 100 100 100 100 100 100

廃棄物最終処分地

小計

そ
の
他
系

そ
の
他
土

地
系

土
地
系

生
活
系

産
業
系

系 発生源
負荷量（t/日） 負荷比率（％）

H16 H21 H26 H16 H21 H26

下水道（生活系） 18.5 17.4 16.9 14.3 14.8 15.3

合併処理浄化槽 9.4 9.8 10.1 7.3 8.3 9.2

単独処理浄化槽 14.9 11.6 9.0 11.5 9.8 8.1

し尿処理場 0.3 0.2 0.1 0.2 0.2 0.1

雑排水 9.8 7.4 5.5 7.6 6.3 5.0

小計 52 47 42 40.3 39.8 38.2

産業系指定地域内事業場 15.4 11.9 10.7 12.0 10.1 9.7

下水道（産業系） 3.1 2.7 5.3 2.4 2.3 4.8

小規模事業場 3.6 4.1 3.9 2.8 3.5 3.5

未規制事業場 3.4 2.9 1.2 2.6 2.5 1.0

小計 26 22 21 20.2 18.6 19.1

畜産系 2.4 2.0 2.0 1.8 1.7 1.8

 下水道（その他系） 6.2 5.9 4.3 4.8 5.0 3.9

 山林 19.0 19.1 18.9 14.8 16.2 17.1

 水田 9.1 8.8 8.6 7.1 7.5 7.8

 畑・果樹園 4.0 4.0 4.0 3.1 3.4 3.7

 その他の土地 8.3 8.4 8.6 6.5 7.2 7.8

0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

47 46 44 36 39 40

養殖系 1.5 1.3 1.2 1.2 1.1 1.0

小計 51 49 47 39.5 41.5 42.7

合計 129 118 110 100 100 100

廃棄物最終処分地

小計

そ
の
他
系

そ
の
他
土

地
系

土
地
系

生
活
系

産
業
系

負荷量（t/日） 負荷比率（％）
系 発生源

H16 H21 H26 H16 H21 H26

下水道（生活系） 1.1 1.0 1.0 10.4 11.2 12.7

合併処理浄化槽 1.0 1.1 1.1 9.4 11.6 13.4

単独処理浄化槽 1.3 1.0 0.8 12.3 11.3 9.7

し尿処理場 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1

雑排水 1.6 1.2 0.7 14.4 12.8 8.8

小計 5.1 4.3 3.7 47.2 47.8 45.1

産業系指定地域内事業場 1.3 1.0 0.8 11.8 10.5 9.8

下水道（産業系） 0.2 0.2 0.3 1.9 2.2 3.9

小規模事業場 0.9 0.9 0.8 8.3 9.6 9.9

未規制事業場 0.6 0.5 0.4 5.7 5.1 4.4

小計 2.9 2.5 2.3 26.9 27.8 28.0

畜産系 1.1 0.7 0.8 10.2 8.0 9.7

 下水道（その他系） 0.4 0.3 0.2 3.4 3.6 3.0

 山林 0.5 0.5 0.5 4.6 5.5 6.0

 水田 0.1 0.1 0.1 1.1 1.3 1.4

 畑・果樹園 0.1 0.1 0.1 0.5 0.6 0.6

 その他の土地 0.2 0.2 0.2 2.0 2.4 2.7

0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1

1.3 1.2 1.1 12 13 14

養殖系 0.4 0.4 0.3 3.8 3.9 3.9

小計 2.8 2.2 2.2 25.9 24.4 26.8

合計 10.8 9.0 8.2 100 100 100

土
地
系

廃棄物最終処分地

小計

そ
の
他
系

そ
の
他
土

地
系

生
活
系

産
業
系

系 発生源
負荷量（t/日） 負荷比率（％）
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注）端数処理の関係で合計値が一致しないことがある。 

出典）発生負荷量管理等調査（環境省） 

図 4 瀬戸内海における汚濁負荷量の内訳（平成 26 年度） 
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表 3 海域別・発生源別負荷量（ＣＯＤ・窒素・りん）の推移（瀬戸内海） 

（ＣＯＤ） 

 
 

（窒素）         （りん） 

  
注）端数処理の関係で合計値が一致しないことがある。 

出典）発生負荷量管理等調査（環境省） 

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26

下水道（生活系） 81.1 70.3 79.6 86.0 86.3 86.0 77.6 65.5 8.0 7.8 9.5 11.5 12.8 15.3 16.6 16.2

合併処理浄化槽 13.0 14.2 12.4 14.5 17.5 22.7 24.9 27.2 1.3 1.6 1.5 1.9 2.6 4.0 5.3 6.7

単独処理浄化槽 24.3 26.4 24.9 22.9 23.6 17.1 13.9 10.7 2.4 2.9 3.0 3.1 3.5 3.0 3.0 2.6

し尿処理場 10.2 6.2 4.0 2.8 1.4 0.8 0.4 0.3 1.0 0.7 0.5 0.4 0.2 0.1 0.1 0.1

雑排水 357.7 327.1 280.0 240.0 189.0 135.1 104.2 77.4 35.3 36.3 33.4 32.2 28.1 24.1 22.3 19.1

小計 488 444 400 365 319 261 221 180 48.2 49.3 47.7 48.9 47.5 46.5 47.2 44.6

産業系指定地域内事業場 273.6 229.8 224.3 182.8 164.9 136.7 103.3 97.1 27.0 25.5 26.8 24.5 24.5 24.4 22.1 24.0

下水道（産業系） 35.9 26.1 26.9 25.7 20.1 17.1 13.1 10.5 3.5 2.9 3.2 3.4 3.0 3.0 2.8 2.6

小規模事業場 44.8 44.3 42.5 47.4 48.3 46.4 43.2 39.7 4.4 4.9 5.1 6.4 7.2 8.3 9.2 9.8

未規制事業場 72.9 66.1 58.8 52.5 51.8 42.9 33.4 26.0 7.2 7.3 7.0 7.0 7.7 7.6 7.1 6.4

小計 429 367 356 309 286 245 193 173 42.4 40.8 42.5 41.4 42.6 43.7 41.2 42.8

畜産系 51.7 44.8 38.6 32.8 28.2 14.9 15.3 13.1 5.1 5.0 4.6 4.4 4.2 2.7 3.3 3.2

 下水道（その他系） 8.3 8.4 8.8 6.7 8.0 10.1 8.0 7.4 0.8 0.9 1.1 0.9 1.2 1.8 1.7 1.8

 山林 7.4 7.4 7.4 7.3 7.3 7.2 7.3 7.1 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.3 1.6 1.8

 水田 7.3 7.0 6.8 6.5 6.2 5.9 5.8 5.5 0.7 0.8 0.8 0.9 0.9 1.1 1.2 1.4

 畑・果樹園 - - - - - 1.4 1.4 1.3 - - - - - 0.2 0.3 0.3

 その他の土地 12.9 12.8 13.1 13.6 14.1 13.1 13.4 13.5 1.3 1.4 1.6 1.8 2.1 2.3 2.9 3.3

8.3 6.6 8.0 6.5 5.9 3.4 2.7 2.2 0.8 0.7 1.0 0.9 0.9 0.6 0.6 0.5

44 42 44 41 42 41 39 37 4.4 4.7 5.3 5.4 6.2 7.3 8.3 9.2

小計 95 89 82 72 67 55 54 51 9.4 9.9 9.8 9.7 10.0 9.8 11.5 12.6

合計 1,012 900 838 746 672 561 468 404 100 100 100 100 100 100 100 100

廃棄物最終処分地

小計

そ
の
他
系

そ
の
他
土

地
系

土
地
系

生
活
系

産
業
系

系 発生源
負荷量（t/日） 負荷比率（％）

H16 H21 H26 H16 H21 H26

下水道（生活系） 85.6 78.3 69.9 18.0 18.2 17.9

合併処理浄化槽 19.8 21.2 23.2 4.2 4.9 5.9

単独処理浄化槽 29.8 24.5 19.0 6.3 5.7 4.8

し尿処理場 0.9 0.5 0.3 0.2 0.1 0.1

雑排水 22.6 17.5 13.2 4.8 4.1 3.4

小計 159 143 125 33.4 33.0 32.1

産業系指定地域内事業場 83.8 68.1 63.3 17.6 15.8 16.2

下水道（産業系） 14.9 13.4 11.4 3.1 3.1 2.9

小規模事業場 6.7 6.3 5.8 1.4 1.5 1.5

未規制事業場 9.7 7.8 6.7 2.0 1.8 1.7

小計 117 95 87 24.6 21.9 22.3

畜産系 18.0 16.6 14.3 3.8 3.9 3.6

 下水道（その他系） 24.9 19.7 17.1 5.2 4.6 4.4

 山林 54.1 54.2 53.6 11.4 12.6 13.7

 水田 25.8 24.9 24.0 5.4 5.8 6.1

 畑・果樹園 10.3 10.6 10.1 2.2 2.5 2.6

 その他の土地 24.5 24.6 25.0 5.1 5.7 6.4

1.4 1.3 0.8 0.3 0.3 0.2

141 135 131 30 31 33

養殖系 42.3 40.7 33.6 8.9 9.5 8.6

小計 200 195 178 42.0 45.0 45.6

合計 476 433 390 100 100 100

廃棄物最終処分地

小計

そ
の
他
系

そ
の
他
土

地
系

土
地
系

生
活
系

産
業
系

負荷量（t/日） 負荷比率（％）
系 発生源

H16 H21 H26 H16 H21 H26

下水道（生活系） 5.1 5.1 4.7 16.7 18.4 19.2

合併処理浄化槽 2.0 2.1 2.3 6.4 7.5 9.2

単独処理浄化槽 2.4 2.0 1.5 8.0 7.1 6.2

し尿処理場 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1

雑排水 2.9 2.2 1.7 9.6 8.0 6.8

小計 12.4 11.4 10.2 40.5 40.7 41.5

産業系指定地域内事業場 2.6 2.0 1.9 8.5 7.0 7.5

下水道（産業系） 0.9 0.9 0.8 3.1 3.1 3.1

小規模事業場 2.0 1.9 1.8 6.7 6.9 7.1

未規制事業場 2.3 1.7 1.4 7.4 5.9 5.6

小計 8.0 6.5 5.7 26.1 23.2 23.2

畜産系 1.8 2.1 1.8 6.1 7.4 7.3

 下水道（その他系） 1.5 1.3 1.1 4.8 4.5 4.3

 山林 1.4 1.4 1.4 4.7 5.2 5.8

 水田 0.3 0.3 0.3 1.1 1.2 1.3

 畑・果樹園 0.1 0.1 0.1 0.4 0.5 0.5

 その他の土地 0.7 0.7 0.7 2.2 2.4 2.7

0.1 0.1 0.0 0.2 0.2 0.1

4.1 3.9 3.6 13 14 15

養殖系 4.3 4.1 3.3 14.0 14.8 13.2

小計 10.2 10.1 8.7 33.3 36.1 35.4

合計 30.6 28.0 24.6 100 100 100

土
地
系

廃棄物最終処分地

小計

そ
の
他
系

そ
の
他
土

地
系

生
活
系

産
業
系

系 発生源
負荷量（t/日） 負荷比率（％）
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注）端数処理の関係で合計値が一致しないことがある。 

出典）発生負荷量管理等調査（環境省） 

図 5 大阪湾における汚濁負荷量の内訳（平成 26 年度） 
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表 4 海域別・発生源別負荷量（ＣＯＤ・窒素・りん）の推移（大阪湾） 

（ＣＯＤ） 

 
 

（窒素）         （りん） 

  
注）端数処理の関係で合計値が一致しないことがある。 

出典）発生負荷量管理等調査（環境省） 

 

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26

下水道（生活系） - - - - - 60.9 53.8 43.2 - - - - - 42.4 45.6 47.2

合併処理浄化槽 - - - - - 3.4 3.4 2.8 - - - - - 2.4 2.9 3.0

単独処理浄化槽 - - - - - 5.0 3.8 2.8 - - - - - 3.5 3.2 3.1

し尿処理場 - - - - - 0.2 0.1 0.1 - - - - - 0.1 0.1 0.1

雑排水 - - - - - 32.2 21.9 15.2 - - - - - 22.4 18.6 16.7

小計 - - - - - 102 83 63 - - - - - 70.8 70.3 69.2

産業系指定地域内事業場 - - - - - 5.1 3.7 2.3 - - - - - 3.6 3.1 2.5

下水道（産業系） - - - - - 9.9 8.1 6.0 - - - - - 6.9 6.8 6.6

小規模事業場 - - - - - 9.4 8.2 6.8 - - - - - 6.5 6.9 7.5

未規制事業場 - - - - - 8.0 6.1 3.8 - - - - - 5.6 5.2 4.2

小計 - - - - - 32 26 18 - - - - - 22.2 22.0 19.8

畜産系 - - - - - 0.6 0.4 0.4 - - - - - 0.4 0.4 0.5

 下水道（その他系） - - - - - 4.3 4.1 3.3 - - - - - 3.0 3.5 3.6

 山林 - - - - - 0.6 0.6 0.6 - - - - - 0.4 0.5 0.7

 水田 - - - - - 0.8 0.7 0.7 - - - - - 0.5 0.6 0.7

 畑・果樹園 - - - - - 0.1 0.1 0.1 - - - - - 0.1 0.1 0.1

 その他の土地 - - - - - 2.7 2.7 2.8 - - - - - 1.9 2.3 3.1

- - - - - 0.4 0.4 0.4 - - - - - 0.2 0.3 0.4

- - - - - 9 9 8 - - - - - 6.2 7.3 8.7

小計 - - - - - 10 9 10 - - - - - 6.9 7.6 11.0

合計 - - - - - 144 118 91 - - - - - 100 100 100

廃棄物最終処分地

小計

そ
の
他
系

そ
の
他
土

地
系

土
地
系

生
活
系

産
業
系

系 発生源
負荷量（t/日） 負荷比率（％）

H16 H21 H26 H16 H21 H26

下水道（生活系） 56.1 49.9 42.5 46.2 48.0 48.5

合併処理浄化槽 3.0 2.7 2.2 2.5 2.6 2.6

単独処理浄化槽 6.4 4.9 3.7 5.3 4.8 4.2

し尿処理場 0.3 0.1 0.0 0.2 0.1 0.1

雑排水 5.1 3.5 2.4 4.2 3.3 2.8

小計 71 61 51 58.7 58.7 58.0

産業系指定地域内事業場 7.0 5.2 4.1 5.8 5.0 4.7

下水道（産業系） 8.8 7.5 5.9 7.3 7.2 6.7

小規模事業場 1.3 1.1 0.8 1.0 1.1 1.0

未規制事業場 1.6 1.2 1.0 1.3 1.2 1.1

小計 19 15 11 15.7 14.4 12.5

畜産系 0.8 0.6 0.5 0.6 0.6 0.6

 下水道（その他系） 17.7 14.3 11.5 14.6 13.8 13.1

 山林 4.2 4.2 4.1 3.4 4.0 4.6

 水田 3.4 2.9 2.9 2.8 2.8 3.3

 畑・果樹園 0.8 0.7 0.7 0.7 0.7 0.8

 その他の土地 4.6 4.7 4.9 3.8 4.6 5.6

0.3 0.2 0.3 0.3 0.2 0.4

31 27 24 26 26 28

養殖系 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

小計 31 28 26 25.6 26.9 29.5

合計 121 104 88 100 100 100

廃棄物最終処分地

小計

そ
の
他
系

そ
の
他
土

地
系

土
地
系

生
活
系

産
業
系

負荷量（t/日） 負荷比率（％）
系 発生源

H16 H21 H26 H16 H21 H26

下水道（生活系） 3.2 3.1 2.6 39.8 44.1 45.6

合併処理浄化槽 0.3 0.3 0.3 4.3 4.5 4.5

単独処理浄化槽 0.6 0.4 0.3 6.9 5.9 5.4

し尿処理場 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.1

雑排水 0.7 0.5 0.3 8.8 6.8 5.8

小計 5.0 4.4 3.6 61.0 61.1 62.1

産業系指定地域内事業場 0.2 0.1 0.1 2.6 2.0 1.8

下水道（産業系） 0.6 0.5 0.4 7.1 7.2 7.2

小規模事業場 0.4 0.4 0.4 5.2 5.9 6.2

未規制事業場 0.5 0.3 0.2 6.5 4.6 3.8

小計 1.7 1.5 1.0 20.7 20.8 17.2

畜産系 0.2 0.1 0.1 2.0 1.9 2.2

 下水道（その他系） 1.0 0.9 0.7 12.8 12.6 11.7

 山林 0.1 0.1 0.1 1.5 1.8 2.1

 水田 0.0 0.0 0.0 0.5 0.5 0.7

 畑・果樹園 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.2

 その他の土地 0.1 0.1 0.1 1.7 2.0 2.5

0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1

1.4 1.2 1.0 17 17 17

養殖系 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.2

小計 1.5 1.3 1.2 18.3 18.1 20.7

合計 8.2 7.2 5.8 100 100 100

土
地
系

廃棄物最終処分地

小計

そ
の
他
系

そ
の
他
土

地
系

生
活
系

産
業
系

系 発生源
負荷量（t/日） 負荷比率（％）
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注）端数処理の関係で合計値が一致しないことがある。 

出典）発生負荷量管理等調査（環境省） 

図 6 瀬戸内海（大阪湾を除く）における汚濁負荷量の内訳（平成 26 年度） 
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表 5 海域別・発生源別負荷量（ＣＯＤ・窒素・りん）の推移（大阪湾を除く瀬戸内海） 

（ＣＯＤ） 

 
 

（窒素）         （りん） 

  

注）端数処理の関係で合計値が一致しないことがある。 

出典）発生負荷量管理等調査（環境省） 

S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26 S54 S59 H1 H6 H11 H16 H21 H26

下水道（生活系） - - - - - 25.1 23.5 22.3 - - - - - 6.0 6.7 7.1

合併処理浄化槽 - - - - - 19.3 21.5 24.5 - - - - - 4.6 6.1 7.8

単独処理浄化槽 - - - - - 12.1 10.2 7.8 - - - - - 2.9 2.9 2.5

し尿処理場 - - - - - 0.6 0.4 0.2 - - - - - 0.1 0.1 0.1

雑排水 - - - - - 102.9 82.4 62.1 - - - - - 24.7 23.5 19.8

小計 - - - - - 159 138 117 - - - - - 38.1 39.4 37.4

産業系指定地域内事業場 - - - - - 131.6 99.5 94.8 - - - - - 31.5 28.4 30.3

下水道（産業系） - - - - - 7.3 5.1 4.5 - - - - - 1.7 1.4 1.4

小規模事業場 - - - - - 37.1 35.1 32.8 - - - - - 8.9 10.0 10.5

未規制事業場 - - - - - 34.9 27.4 22.2 - - - - - 8.4 7.8 7.1

小計 - - - - - 213 167 155 - - - - - 51.1 47.7 49.5

畜産系 - - - - - 14.3 15.0 12.7 - - - - - 3.4 4.3 4.0

 下水道（その他系） - - - - - 5.8 3.7 4.1 - - - - - 1.4 1.1 1.3

 山林 - - - - - 6.6 6.7 6.5 - - - - - 1.6 1.9 2.1

 水田 - - - - - 5.2 5.2 4.9 - - - - - 1.2 1.5 1.6

 畑・果樹園 - - - - - 1.2 1.3 1.2 - - - - - 0.3 0.4 0.4

 その他の土地 - - - - - 10.4 10.7 10.6 - - - - - 2.5 3.1 3.4

- - - - - 3.1 2.4 1.8 - - - - - 0.7 0.7 0.6

- - - - - 32 30 29 - - - - - 7.7 8.6 9.3

小計 - - - - - 45 45 41 - - - - - 10.8 12.9 13.1

合計 - - - - - 417 350 313 - - - - - 100 100 100
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負荷量（t/日） 負荷比率（％）

H16 H21 H26 H16 H21 H26

下水道（生活系） 29.5 28.3 27.4 8.4 8.7 9.0

合併処理浄化槽 16.8 18.4 20.9 4.7 5.7 6.9

単独処理浄化槽 23.4 19.6 15.3 6.6 6.0 5.0

し尿処理場 0.7 0.4 0.2 0.2 0.1 0.1

雑排水 17.5 14.0 10.8 4.9 4.3 3.6

小計 88 82 74 24.8 24.9 24.5

産業系指定地域内事業場 76.8 62.9 59.1 21.7 19.3 19.5

下水道（産業系） 6.1 5.9 5.5 1.7 1.8 1.8

小規模事業場 5.5 5.2 4.9 1.5 1.6 1.6

未規制事業場 8.1 6.6 5.7 2.3 2.0 1.9

小計 98 80 76 27.6 24.3 25.2

畜産系 17.2 16.0 13.8 4.9 4.9 4.5

 下水道（その他系） 7.2 5.4 5.6 2.0 1.7 1.8

 山林 49.9 50.0 49.5 14.1 15.3 16.3

 水田 22.5 21.9 21.1 6.3 6.7 7.0

 畑・果樹園 9.5 9.9 9.4 2.7 3.0 3.1

 その他の土地 19.9 19.8 20.2 5.6 6.1 6.6

1.1 1.1 0.5 0.3 0.3 0.2

110 108 106 31 33 35

養殖系 42.2 40.6 33.6 11.9 12.5 11.1

小計 169 167 152 47.6 50.8 50.3

合計 355 329 302 100 100 100
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H16 H21 H26 H16 H21 H26

下水道（生活系） 1.8 2.0 2.1 8.3 9.6 11.1

合併処理浄化槽 1.6 1.8 2.0 7.2 8.5 10.6

単独処理浄化槽 1.9 1.6 1.2 8.4 7.5 6.5

し尿処理場 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.0

雑排水 2.2 1.8 1.3 9.9 8.4 7.1

小計 7.4 7.0 6.6 33.0 33.7 35.1

産業系指定地域内事業場 2.4 1.8 1.8 10.7 8.7 9.3

下水道（産業系） 0.4 0.4 0.4 1.6 1.8 1.9

小規模事業場 1.6 1.5 1.4 7.2 7.2 7.4

未規制事業場 1.7 1.3 1.2 7.8 6.4 6.1

小計 6.3 5.0 4.7 28.1 24.0 25.0

畜産系 1.7 1.9 1.7 7.5 9.3 8.8

 下水道（その他系） 0.4 0.4 0.4 1.9 1.8 2.0

 山林 1.3 1.3 1.3 5.9 6.3 6.9

 水田 0.3 0.3 0.3 1.3 1.4 1.5

 畑・果樹園 0.1 0.1 0.1 0.6 0.6 0.7

 その他の土地 0.5 0.5 0.5 2.3 2.5 2.8

0.1 0.1 0.0 0.3 0.3 0.2

2.7 2.7 2.6 12 13 14

養殖系 4.2 4.1 3.3 19.0 19.7 17.2

小計 8.7 8.8 7.5 38.8 42.3 39.9

合計 22.4 20.8 18.8 100 100 100
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